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〔論 文〕 

マネジメント・コントロール・システムと 

探索ならびに活用 

福 田 淳 児

1. 問題の所在 

イノベーションを継続的に遂行する能力は, 

今日の変化の激しい競争環境のもとで, 企業が

存続し成長していくために非常に重要である 

(Davila et al., 2006)｡ 組織学習はイノベーシ

ョン・プロセスにとって必須の要素であり, 企

業が持続的な競争優位性を構築し維持していく

うえでの重要なコンピタンスの一つ (Vivio, 

2004) である｡  

組織学習に焦点を当てた近年の研究では, 組

織学習自体のプロセス, 組織学習の先行要因, 

組織学習が業績に与える影響, また組織学習と

業績との間の関係に影響を与える要因を明らか

にすることが意図されてきた｡ これらの研究を

受けて, 管理会計研究の領域においても, 管理

会計システムまたそれを一部とするマネジメン

ト・コントロール・システム (以下, MCS と略

す) の設計や利用方法が, 組織の学習志向やイ

ノベーションに与える影響を明らかにしようと

する研究が行われてきた｡ しかしながら, これ

までの研究において, MCS と組織学習との関係

について, 必ずしも一貫した結果が得られてい

るわけではない｡ 管理会計システムの設計およ

びその利用方法が組織学習にどのような影響を

及ぼすかについてはなお議論の余地がある 

(Kloot, 1997)｡ さらに, MCS の設計やその利用

方法が組織学習やイノベーションに対して何ら

かの影響を及ぼすことは経験的な研究を通じて

明らかにされてきたが, MCS がどのようなプロ

セスを経て組織学習に影響を及ぼしているのか

については, これまでのところ十分に明らかに

されているとはいえない｡ このプロセスを明ら

かにすることによって, これまでの必ずしも一

貫していない経験的な研究結果を解釈すること

ができる可能性がある｡  

本研究の目的は, MCS がどのようなプロセス

を経て, いかなる影響を組織学習に及ぼすのか

を仮説の形で整理することである｡ そのさい, 

本稿では March (1991) が提示した組織学習の

タイポロジーに基づいて, 組織学習を ｢探索｣ 

と ｢活用｣ とに区分する｡ そのうえで, MCS が

探索や活用といった異なるタイプの組織学習に

与える影響を検討する｡ 本研究では, 管理会計

システムをその一部とする MCS の設計およびそ

の利用方法が組織学習に影響を与えるプロセス

として次の 3 つの観点に着目する｡ 第一は, 

MCS がマネジャーに提供するまたは組織内で許

容される情報の量およびその多様性といった情

報の特性に注目した観点からの議論である｡ し

かしながら, これまで行われてきた研究におい

ても, この観点に基づいた議論また経験的な研

究では MCS と組織学習との関係を十分に説明し

えなかった｡ 特に, 診断的なコントロールとイ

ンターアクティブなコントロールが組織学習に

与える影響についてはこの観点から設定した仮

説とは矛盾した結果も発見されている｡ そこで

第二の観点では, MCS, 特に診断的なコントロ

ール (Simons, 1995) の coercive な利用と

enabling な利用 (Adler and Borys, 1999) と

に注目する｡ MCSのcoerciveな利用とenabling

な利用は組織成員の役割認識に影響を及ぼすこ

とで, 組織学習に影響を及ぼす可能性がある｡ 

このことが診断的なコントロールが組織学習に

及ぼす影響をあいまいにしている原因かもしれ

ない｡ さらに, 第三の観点ではジャズの演奏に

おける即興に関する研究を組織における新製品

開発の議論に援用した研究に基づいて, MCS が
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企業の現場で行われている新しい取り組みをサ

ポートし, 取り込むさいの作用という観点から

仮説の設定を行う｡ これによって, 診断的なコ

ントロールとインターアクティブなコントロー

ルとの関係をとらえるうえでの新しい視点を提

供する｡  

MCS と組織学習との関係を考察する場合, MCS

の設計やその利用方法のみに注目するのは十分

ではないであろう｡ MCS は組織内で組織の直面

する環境, 組織構造など多様な要因のなかに埋

め込まれて機能している｡ したがって, それら

の要因が組織学習に対して持つ影響もあわせて

考慮する必要がある｡ そこで, 本稿では, これ

まで行われてきた研究に基づいて, MCS と組織

学習との関係に影響を及ぼす可能性のあるいく

つかの組織要因をとりあげ, それらの要因が組

織学習に与える影響について紹介する｡  

本稿の構成は次のとおりである｡ 次節では組

織学習, 特に March によって提示された組織学

習の 2 つのタイポロジーについて, 本稿での議

論との関連で簡単に紹介する｡ 第 3 節では MCS

と組織学習との関係についてこれまでの文献の

レビュー, およびそれらを前述の 3 つの観点か

ら整理・検討する｡ 第 4 節では, これまでの研

究で組織学習に影響を与えることが明らかにな

った MCS 以外の組織的な要因のいくつかを整理

する｡ 第 5 節では, まとめと今後の研究課題に

ついて述べて本稿を締めくくる｡  

2. March (1991) による組織学習のタイポロジー 

組織学習については, 論者により多様な理解

がなされ, その理解に基づいて様々なフレーム

ワークの提示が行われてきた｡ 本稿では March 

(1991) に 基 づ い て 組 織 学 習 を 探 索 

(exploration) と活用 (exploitation) とに区

分し, MCSとの関係を検討する｡ Marchは, 組織

学習を ｢学習の量およびそのタイプ｣ (Gupta 

et al., 2006, p.694) に基づいて探索と活用と

に区分している｡ 探索と活用は ｢ 2 つの広範な

学習行動のパターン｣ (Lavie and Rosenkopf, 

2006, p.798) を示しており, ｢組織の知識生産

のための異なる能力｣ (Özsomer and Gençtürk, 

2003, p. 4 ) である｡ March (1991) により提示

された組織学習のタイポロジーは, その後の組

織適応, 組織学習またイノベーション研究にお

いて重要な位置を占めつつある｡ そこで, 本研

究においても, March によって提示された組織

学習のタイポロジーに従い, MCS と探索, 活用

との関連性について考察を行う｡  

 Levinthal and March (1993, p.105) によれ

ば, 探索がこれまで組織が有していない ｢新し

い知識の追求｣ を伴う活動であるのに対して, 

活用は組織にとって ｢すでに知っていることの

利用や展開｣ を伴う活動である｡ March (1991) 

によれば, 活用は探査が行われる場所が時間的

にも, 空間的にも近接している点に特徴がある｡ 

組織の学習活動の違いは組織において ｢どの程

度またどの種類の知識が生み出されるかに影響

を与える｣ (Özsomerand Gençtürk, 2003, p. 4 )｡ 

それは企業の事業展開のあり方にも大きな影響

を及ぼすことが予想される｡ しかしながら, 既

存の組織単位では, 一般的に, 学習が活用的な

性格のものに偏る傾向がある (March, 1991)｡ 

March (1991) は, 組織内で探索が行われるた

めには, 組織内にある程度の知識の多様性が存

在すること, またはそれが許容される組織環境

が存在することでその多様性が継続することが

重要であることを指摘している｡ Gavetti and 

Levinthal (2000) では, 探査のプロセスを経

験に基づく学習と認知に基づく学習に分けてい

る｡ 両者は代替案の評価方法, 考慮に入れられ

る代替案の範囲, および現行の行動と照らした

場合の代替案の位置関係の点で大きく異なる特

性を有するとされている｡ 彼らは探索を志向す

る組織単位には認知に基づいた学習が, 活用を

志向する組織単位には経験に基づく学習が必要

であると主張している｡  

 探索と活用では, 学習から得られるリターン

の大きさ, リターンの得られる確実性さらにリ

ターンが得られるまでの時間の点で大きな違い

がある｡ 探索は, これまでに組織が一連の研究

開発活動および業務の遂行プロセスで獲得・蓄

積してきた知識とは異なる領域での知識の探査

を含んでいるために, 獲得された知識が組織に

もたらす効果の点において不確実性が高いと考
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えられる｡ さらに, 新たに得られた知識に基づ

いたリターンが得られるまでの時間も長時間に

およぶ可能性がある (March, 1991)｡ しかしな

がら, 探索によって企業が獲得した知識は, こ

れまでとは異なる新たな製品また事業につなが

る可能性もある｡ これに対して, 活用は企業が

すでに有している知識をより効率的に使用する

ことで知識の精緻化また展開を意図しているも

のであることから, そこから得られるリターン

もある程度予測可能であり, 確実性も高い｡ さ

らに, リターンが得られるまでの時間も比較的

短期であると考えられるのである｡  

 以上のような特徴を有する探索と活用は組織

内の希少資源に関して競合関係にあるとともに 

(March, 1991), 両者では学習が行われるプロ

セスや組織ならびに認知志向の点で異なる 

(Kang et al., 2009)｡  

3．MCS と組織学習 

3. 1 管理会計論の領域における組織学習研究 

管理会計研究の領域において, 近年蓄積され

てきた MCS と組織学習との関係についての研究

では, ケース研究を通じて多様な MCS のサブ・

システムが組織学習の局面にどのような影響を

与えているかについて明らかにした研究ととも

に, Simons (1995) の提唱した 4 つのコントロ

ール・レバー, 特に診断的なコントロールとイ

ンターアクティブなコントロールが組織学習に

与える影響を検討した研究がある｡ 前者の研究

として, 例えば Kloot (1997) および Batac and 

Carassus (2009) の研究がある｡ 後者の研究と

しては, Simons (1995) の議論に一部基づき

MCS の分類を行いそれと組織学習との関係をケ

ース研究を通じて検討した Marginson (2002) 

や Simons の研究に依拠して質問票調査を行い

その分析を行ったHenri (2006) およびWidener 

(2007) などがある｡ ここではまずそれぞれの

研究を簡単に紹介しようⅰ｡  

 

 

 ( 1 )  Kloot (1997) の研究 

Kloot (1997) は組織学習を ｢環境変化に対

応した組織変革である｣ (p.48) と定義し, 組

織 学 習 を そ の レ ベ ル に よ っ て 適 合 的 な 

(adaptive) 学習と generative な学習とに区別

している｡ Kloot は, 適合的な学習にはコント

ロールのサイバネティックなモデルが適合する

が, generative な学習のためには ｢予算編成シ

ステムまた会計システムがスタート地点を提供

するけれども, 伝統的な管理会計実務は組織学

習のための十分な基礎の提供には向きそうにな

い｣ (p.58) と述べている｡ そのうえで, 

generative な学習を促進するにはより広い MCS

観が必要であること, さらに generative な学

習を志向する組織はあまり階層的ではなくより

フラットな組織構造をとる傾向があり, 非公式

的なコミュニケーションの量の多さで特徴づけ

られるとしている｡ Kloot は, これらの組織の

構造的な特性が MCS の設計に影響を及ぼすとし

たうえで, generative な学習を促進する MCS の

特徴を図表 1 のようにまとめている｡  

Kloot は, オーストラリアのビクトリア州に

ある地方政府への義務的な競争入札 (CCT) 制

度の導入という劇的な環境変化に 2 つの地方政

府がとった異なる対応をケース研究を通じて明

らかにしている｡ そこでは, これらの地方政府

が同様の環境変化に直面しているにもかかわら

ず異なる組織学習のレベルで対応したこと, ま

たその際それぞれの地方政府による多様な MCS

の利用やその変更が異なる組織学習を促進する

要 因 と な っ た こ と が 明 ら か に さ れ た ｡ 

generative な学習に基づく対応を行った地方

政府によって採用された MCS の特徴は前述の表

に示された特徴と一致するものであった｡  

 

 ( 2 ) Batac and Carassus (2009) の研究 

Batac and Carassus (2009) は, Kloot (1997) 

と同様に, 地方自治体における組織学習と MCS

との関係に焦点を当てている｡ Batac and 

Carassus は, ラディカルな政策上の方向転換

を経験した, しかしながら Kloot のケースに比

べてなお安定的なフランス南西部の中規模な地

方自治体を対象としたケース研究を実施してい
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る｡ 彼らは内部的なコントロールに加え, 外部

図表 1  generative な学習を促進する MCS の特徴 

 マネジメント・コントロール・システムの特性 

 内部情報 外部情報 業績測定 意思決定への参加 人事コントロール 

適切な構造 組織構造を反映。将来

志向 

競争企業。顧客。

将来志向 

財務および非財

務 

外部でまた内部で

業務を行っている

従業員からの情報

の収集と利用 

 

企業の学習す

る文化 

  リスク・テーキン

グや創造性を促

進。失敗がマネジ

ャーの将来に悪

い影響を与えな

い領域の識別 

 訓練と開発：創造

性を高めるために

広範なもの 

エンパワメン

ト 

標準化を低減：従業員

のニーズに適合 

  積極的。真実の権

限の配分。アカウ

ンタビリティの強

化 

目的、価値観そし

て方向性を明確に

するための訓練や

開発 

環境のスキャ

ニング 

財務情報。予算情報 競争企業、顧客、

政府 

 情報や多様な解釈

を得るために重要 

 

知識創造と移

転 

官僚的な規則は知識

の移転を阻害する 

 責任システムは

知識の移転を抑

制する 

  

学習を支援す

る技術 (情報

収集のための

システム)  

データの収集、分析お

よび流通 

データの収集、分

析および流通 

バランス・スコア

カード・アプロー

チは継続的な改

善を含む 

従業員から情報を

得る 

 

品質と継続的

な改善 

品質コストの測定と

記録 

イノベーション

の可能性 

  (ⅰ) 品質および

(ⅱ) イノベーショ

ンを促進するため

の訓練 

戦略  不確実性は突然

の環境変化に柔

軟に対応するた

めのコンティン

ジェンシー計画

を必要とする 

 組織は少数の上級

管理者が持つ仮定

に基づいた将来に

縛られるべきでな

い 

すべての意思決定

で戦略的な焦点を

採用するためにマ

ネジャーを訓練す

る 

サポーティブ

な雰囲気 

  伝統的な責任シ

ステムは従業員

を単純作業化し、

阻害する 

 広範な訓練や開発

を強調することは

従業員をサポート

する 

チームワーク

とネットワー

キング 

水平的な情報のリン

ケージが垂直的なリ

ンケージよりも重要 

 チーム内の相互

に対するアカウ

ンタビリティ 

  

ビジョン 共通のビジョンを作

り出すための水平的

なコンタクト 

  参加は共有された

ビジョンを促進す

る 

組織およびその環

境の理解のための

訓練 

（出所：Kloot (1997, p.59)） 
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的なコントロールが組織学習に及ぼす影響を明

らかにすることを意図している｡ 内部的なコン

トロールとして会計コントロール, 予算コント

ロールとして業務的なコントロール, マネジメ

ント・コントロール, control of satellites, 

法的なコンプライアンス・コントロール, 政策

的なコントロールが, また外部コントロールと

して知事, 公認会計士, 地域の剌許会計士, 外

部の任意監査がある｡ Batac and Carassus は組

織学習における知識の生成, 流通, 記録と動員

という 3 つのステージにおいて, 各コントロー

ル・システムが知識の移転を促進するか抑制す

るかを行動の観察およびインタビュー調査を通

じて得られたデータに基づいて明らかにしてい

る｡ その結果, 部門化されたシステム (a 

compartmentalized system) を支えている文化

的なコントロールや ｢数多くの直接的な監視の

メカニズムならびに上司への部下の顕著な階層

的な依存の結果｣ (p.110) である官僚的なコン

トロールが組織学習を抑制していたのに対して, 

その他のコントロール・システムは適合的な組

織学習を促進していることが明らかにされた｡ 

また, generative な組織学習を促進していたの

は業務的なコントロールと政策的なコントロー

ルであった｡ 業務的なコントロールは地方自治

体の公務員によって遂行されるものであるが, 

選挙で選ばれた地方自治体の首長の公約であっ

ても, ｢技術部門が主要な業務上の問題がある

と考え, 議会が技術上また業務上のフィージビ

リティ・テストを行いプロジェクトが不可能で

あることが証明されれば, 結果的にそれは行わ

れない｣ (p.113) ことがある｡ また, 政策的な

コントロールについては, 地方ミーティングの

場で住民のニーズを聞き, それを首長が取り入

れることで, 政策的な目標が変更されることも

あるとされていた｡  

 

 ( 3 ) Marginson (2002) の研究 

Marginson (2002) は, MCS を ｢トップ・マネ

ジメントが企業全体の戦略的な目的またはビジ

ョンを指示しまた禁止するために利用する手続

きの集合｣ (p.1021) である信念のシステムや

事業倫理境界システムからなる価値システム, 

｢マネジャーが部下の特定の役割期待を確立し, 

部下のパフォーマンスをこれらの期待に照らし

てモニターし評価することを可能にする｣ 管理

的なコントロールのグループ, および ｢トッ

プ・マネジメントが所与の戦略の重要な次元に

照らして組織的なパフォーマンスをモニターす

ることを可能にする業績尺度または KPIs から

なる｣ MCS のグループの 3 つに分類している｡ 

Marginson は, イギリスのテレコミュニケーシ

ョン産業に属する Telco 社を対象としたケース

研究から次の諸点を発見している｡ Telco 社で

は戦略の変更に伴う価値システムの変更が新し

いアイデアに対する態度といった組織の戦略的

な雰囲気に大きな影響を及ぼすことを通じて, 

戦略策定に影響を及ぼしている｡ このとき, 

｢マネジャーが現在の雰囲気が彼らの特定のア

イデアにとって助けになると信じているかどう

か｣ (p.1024) が重要であることが指摘されて

いる｡ 階層に基づく管理的なコントロールはミ

ドル・マネジャーの役割認識に影響を及ぼして

おり, ミドル・マネジャーは彼らの役割認識に

基づいて行動をする傾向が見られた｡ Marginson

によれば, ミドル・マネジャーが行う草の根の

活動は今日の変化の速い環境において非常に重

要な活動であるが, 彼らの行動は企業内で自身

の役割をどのように知覚しているかに大きく依

存している｡ すなわち, 境界横断的な役割であ

ると知覚した場合には起業家的な役割を果たす

のに対して, ライン責任に限定された役割であ

ると自身の役割を知覚していれば促進者として

の役割を果たす｡ これらの知覚に管理的なシス

テムの設計や利用方法が大きく影響を及ぼして

いるのである｡ また, KPIs のうち, トップ・マ

ネジメントの知覚した戦略的な不確実性に基づ

いていくつかのものがインターアクティブに利

用されており, それ以外のものは診断的に利用

されていることも発見された｡  

 

 ( 4 ) Henri (2006) の研究 

Henri (2006) は, 業績測定システムの診断

的な利用とインターアクティブな利用が, 組織

学習ⅱをその一つの構成要素とする組織のケイ

パビリティⅲならびに業績にもたらす影響を, 
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カナダの製造企業383社に対する郵送質問票調

査に基づいて明らかにしている｡ Henri の研究

では, 組織学習は Hult (1998) に基づいて ｢学

習する能力が改善のためのキーである｣, ｢基本

的な価値観の改善のためのキーとして学習を含

んでいる｣, ｢学習をやめれば, 将来を危険にさ

らす｣, ｢従業員の学習は費用ではなく将来への

投資である｣ という 4 項目から測定されている｡ 

質問票調査に基づく分析から, Henri は, 業績

測定システムの診断的な利用が組織学習を含む

ケイパビリティにネガティブな影響を及ぼすこ

と, さらに業績測定システムのインターアクテ

ィブな利用がケイパビリティにポジティブな影

響を及ぼすことを発見している｡ また, 業績測

定システムのバランスの取れた利用からもたら

されるダイナミック・テンションが組織学習を

含むケイパビリティに及ぼす影響については, 

環境の不確実性が高い状況, または企業がフレ

キシブルな価値観を有している状況ではポジテ

ィブな影響を及ぼしていることを発見している｡ 

なお, 組織学習を含むケイパビリティと組織業

績との間には関連性が見出されなかった｡  

 

 ( 5 ) Widener (2007) の研究 

Widener (2007) は, MCS の利用をもたらす戦

略, MCS 間の関係, また MCS が組織業績にもた

らす効果を122人の CFO への郵送質問票調査を

通じて明らかにしている｡ Widener は, 組織学

習をマネジメント・コントロールを実行するこ

とから得られるベネフィットとして位置づけて

いる｡ Widener は, Simons (1995) が提唱した 4 

つのコントロール・レバーの概念に基づいて, 

信念のシステムとしてミッション・ステートメ

ントおよびそれが伝達するコア・バリューを, 

境界システムとして事業の行動規範を, MCS と

して ｢それが実務において広範に利用されてい

るため, また業績測定についての長年の研究の

流れに貢献する｣ (p.760) ためという理由から

業績測定システムをとりあげている｡ Widener

は, 質問票調査の結果から, 業績測定システム

の診断的な利用ならびに信念システムの強調が, 

組織の学習志向との間にポジティブな関係があ

ることを発見した｡ 他方, 従来の議論とは異な

り, 境界システムやインターアクティブな業績

測定システムの利用の強調は, 信念のシステム

や診断的なコントロールの強調をコントロール

した後では, 組織の学習志向との間に関連性を

見出すことができなかった｡ さらに, Widener

の研究では, コントロール・システム間の補完

的な関係についても明らかにされている｡ イン

ターアクティブなコントロール・システムは診

断的なコントロールまた境界システムとの間で

相互依存的である｡ Widener は, 業績測定シス

テムのベネフィットが完全に実現されるために

は, それらが診断的にもインターアクティブに

も利用される必要があると主張しているⅳ｡  

 

組織学習への MCS の影響を考察するうえで, 

多様な MCS のサブ・システムが組織学習に与え

る影響を考察することは非常に重要である｡ そ

れによって多様な MCS のサブ・システム間の関

係も明らかにすることができる｡ しかし, ケー

ス研究に基づくそれらの研究は必ずしも同様の

MCS のサブ・システムを含んでいるわけではな

いために, 研究の蓄積という点では困難が伴う｡ 

本稿では, これまでの研究との比較可能性を考

慮したうえで Simons (1995) のフレームワーク

に基づいて両者の関係性について整理を行うこ

とにする｡ これまで行われた研究においても

Simons のフレームワークに基づいているにも

かかわらず, 必ずしも一貫した結論が導き出さ

れているわけではない｡ この矛盾を解釈するこ

とが本研究の一つの目的である｡ さらに, これ

までの研究では, どのようなプロセスを経て, 

MCS の設計が組織学習に影響を及ぼしているの

かは十分に検討されていない｡ そこで本稿では, 

MCS が探索と活用に影響を及ぼすプロセスを中

心に両者の関係を検討する｡  

3. 2 MCS が許容する情報の多様性の観点 

組織学習またイノベーションに影響を与える

組織要因を明らかにしようとしたこれまでの研

究の多くが, あるタイプの組織学習やイノベー

ションが行われるために必要な情報の量や多様

性とある組織構造や MCS が組織内で許容するま
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たは提供する情報特性との関係に焦点を当てて

きた｡ たとえば, Burns and Stalker (1961) の

研究では, 有機的な特徴をもつ組織が不確実性

の高い環境に適合的であり, 機械的な特徴をも

つ組織は安定的な環境に適していることが発見

されたが, それらの組織を区別する一つの重要

な特徴が組織内での情報のフローにあった｡ ま

た, March (1991) の議論では, 組織内での情報

の多様性およびその継続が探索を可能にするこ

とが示唆されていた｡ したがって, ここではま

ず MCS の提供するまたは MCS が組織内で許容し

うる情報特性の観点から Simons の提唱した 4 

つのコントロール・レバーと組織学習との関係

を考察しよう｡  

Simons (1995) は, MCS の役割を組織に内在

する緊張を調整し, バランスをとることである

と主張している｡ ここで Simons (1995) は組織

に内在する緊張として次の 3 つをあげている｡  

・無限の機会と組織の有限な注意力 

・意図した戦略と創発型の戦略 

・利己心と組織への貢献願望 

Simons (1995) はこれらの緊張を調整し, バ

ランスを取るために 4 つのコントロール・レバ

ーが利用されるとしている｡ ここで,  4 つのコ

ントロール・レバーとは 

  信条システム 

  事業倫理境界システム 

  診断的なコントロール 

  インターアクティブなコントロール 

である｡ 以下ではこれらの 4 つのコントロー

ル・レバーが提供する情報の特性が探索と活用

という 2 つのタイプの組織学習に与える影響を

仮説の形で整理する｡  

 

 ( 1 ) 信条システムの組織学習への影響 

信条システムと事業倫理境界システムは, 組

織が直面している機会の探索活動に影響を及ぼ

すコントロール・レバーである (Simons, 1995) 

信条のシステムは ｢組織の基盤となる価値, 目

的, 方向性｣ (Simons, 1995, 邦訳, p.82) を組

織メンバーに伝達することで, ｢組織ぐるみの

機会探索・開拓を奨励し, 正しい方向へ導く｣ 

(Simons, 1995, 邦訳, p.83)｡ 信条のシステム

の構成要素として, Simons (1995) は, ミッシ

ョン・ステートメント, クレドー, 存在目的ス

テートメントをあげている｡ Mundy (2010) は, 

｢マネジャーに組織の価値観または優先順位に

ついての情報を提供するいかなる MCS も信念の

システムとして利用されることができる｣ 

(p.501) と述べている｡ また, Ferreria and 

Otley (2009) は, ｢組織の参加者の行動に影響

を及ぼす方法として, 組織的な価値観や目的が

どのように確立され, コミュニケートされる

か｣ (p.268) が重要であるとしている｡ 同様の

観点から, Adler and Chen (2011) はマネジメ

ント層と従業員の会議を通じて信条のシステム

が確立されるとしている｡ Ahrens and Chapman 

(2004) も指摘しているように, 信条システム

および事業倫理境界システムが具体的に何を指

し示しているのかは, Simons のフレームワーク

においてもあいまいである｡ そこで, 本研究で

は, Widener (2007) の研究との比較可能性も考

慮して, ミッション・ステートメントおよびそ

れが提供する価値観を念頭におき, 信条システ

ムが組織学習に与える影響についての仮説の設

定を行う｡  

Bart et al. (2001) は, ミッション・ステー

トメントが ｢組織のユニークで恒久的な目的を

表現している｣ (p.19) としたうえで, 単に目

的だけではなくその目的に至るための具体的な

手段を特定することで, 従業員の行動に影響を

及ぼし, さらに財務的な業績に結びつくことを

明らかにしている｡ 彼らは企業にとってのコン

ピタンスや競争戦略といった目的に到るまでの

具体的な手段を明確化することで, 組織のミド

ルまたはロワー・レベルの従業員の混乱を回避

することができること, また個人的な創造性の

促進につながる可能性を指摘しているⅴ｡ しか

しながら, ミッション・ステートメントをはじ

めとする指針の重要性については, Davila et 

al. (2006, 邦訳, p.342) が, ｢指針がないと組

織が麻痺状態に陥る｣ 一方で, ｢探索の範囲を

狭めすぎても, 企業が新しいパラダイムに移れ

なくなる｣  としている｡ 既述のように, 

Marginson (2002) によるイギリスのテレコミ

ュニケーション企業の事例では, 信念のシステ
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ムと境界システムから構成される価値システム

が企業の戦略的な雰囲気を形作ることを通じて, 

同社の戦略策定に影響を及ぼしていることが明

らかにされた｡ このことは, 信条のシステムが

組織においてどのアイデアが望ましいと考えら

れるかについての組織成員の理解を形成する可

能性を示唆していると考えられる｡  

これらの議論は, ミッション・ステートメン

トをはじめとする信条のシステムが組織内で許

容するアイデアの多様性といった観点からも解

釈が可能である｡ ミッション・ステートメント

が提供する価値観や目的が組織成員の解釈の余

地がないほど狭く規定されている場合には, 組

織成員が有するこれまでとは異なる新しいアイ

デアは組織にとって望ましいものとは理解され

ないであろう｡ そのようなアイデアを有する組

織成員は自らのアイデアが組織内でサポートさ

れているとは知覚できないために, 結果として

組織内で追及される探索の範囲が狭められてし

まう可能性がある｡ 逆に, そのような状況にお

いては, 既存の方向性と一致したアイデアの展

開は容易に行われる可能性がある｡ 他方, 信条

のシステムが示す価値観や方向性があいまいな

状況では組織成員に進むべき方向性を明確にで

きないため組織が混乱に陥る可能性がある｡ こ

のことは探索と活用の双方の組織学習にネガテ

ィブに働くであろう｡ これらのことから, 探索

はミッション・ステートメントの示す価値観や

方向性にある程度の解釈の余地があると組織成

員によって知覚されている状況, すなわちミッ

ション・ステートメントは多様なアイデアをサ

ポートすると組織成員によって知覚されている

状況において, もっとも追及されると考えられ

る｡  

以上のことから次の仮説を設定する｡  

仮説 1 - 1 ミッション・ステートメントは組織

成員がどのようなアイデアが組織で望ましい

と考えられるかについての理解に影響を及ぼ

す｡  

仮説 1 - 2 ミッション・ステートメントの解釈

の余地が組織成員によって中程度にあると知

覚されている状況では探索がもっとも促進さ

れる｡  

仮説 1 - 3 ミッション・ステートメントの解釈

の余地が低いと組織成員によって知覚されて

いる状況では探索は抑制され, 活用が促進さ

れる｡  

仮説 1 - 4 ミッション・ステートメントが示す

方向性があいまいであると知覚されている状

況では, 探索と活用の双方の学習が抑制され

る｡  

 

 ( 2 ) 事業倫理境界システム 

Simons (1995) は, 事業倫理境界システムを

当該企業が採用している事業戦略を遂行するこ

とに伴って生じることが予想される ｢事業リス

クに基づいて, 機会の探索に制限を与える｣ 

(邦訳, p.89) ものであるとしている｡ たとえ

ば, 行動規範などを通じて事業行動の倫理的な

境界を明らかにするとともに, 戦略計画システ

ムや固定資産の予算システムを通じて事業戦略

の遂行に資する機会探索活動の焦点を絞る働き

をする｡ ただし, 事業倫理境界システムは単に 

｢部下が行ってはならないことを明確に指示す

る｣ (Simons, 1995, 邦訳, p.91) だけではなく, 

｢一人ひとりの創造性に信頼を置き, 部下が価

値創造につながる方法の開拓を行えるようにす

る｣ (p.89) 側面も有している｡ すなわち, 事

業倫理境界システムは ｢本質的に禁止あるいは

拒絶のシステムであるにもかかわらず, このシ

ステムはマネジャーの意思決定に関する権限委

譲を可能にし, ひいては, 組織が最大限の柔軟

性と創造性を達成するのを可能にする｣ (p.92) 

戦略的な境界については, 戦略計画システムを

通じて, ｢どのような機会探索活動については

認められず, 従事してはならないかを明記する

ために活用される｣ (p.102) とともに, 固定資

産の予算システムを通じて ｢認可しうる提案の

限界条件を低めに設定し, その境界条件の枠内

で, 社員が最適の資産活用機会を探索するよう

動機づけている｣ (p.109) のである｡ すなわち, 

事業倫理境界システムは事前に一定の枠組みを

設定し, その枠組みのなかでの組織成員による

探査を促進するが, 他方でその枠組み内には収

まらない探査を従業員に禁止するという特徴を

有している｡ この事前の枠組みは既存の戦略と
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の関連性で設定されるために, 事業倫理境界シ

ステムは既存の戦略のもとで培われてきたコン

ピタンスの活用を促進する可能性がある｡ 他方

で, これまでの戦略またはそこで培われてきた

コンピタンスとは異なる種類のアイデアの探索

には抑制的に機能する可能性がある｡  

これらのことから次の仮説を設定する｡  

仮説 2 - 1 事業倫理境界システムは, 組織成

員に組織にとって認めることのできない機会

の探査の範囲をコミュニケートする｡  

仮説 2- 2 事業倫理境界システムは, 事前に設

定された一定の枠内での新しいアイデアの探

査を動機づけることで, 活用を促進する｡  

仮説 2- 3 事業倫理境界システムは, 事前に設

定された一定の枠内には収まらない新しいア

イデアの探査を伴う探索を抑制する｡  

 

 ( 3 ) 診断的なコントロール 

Simonsによって提起された 4 つのコントロー

ル・レバーのうち, 診断的なコントロールなら

びに ( 4 ) で議論するインターアクティブなコ

ントロールは特定の MCS に言及したものではな

く, MCS の利用方法に言及したものである｡ 

Marginson (2002) の提示したMCSの分類によれ

ば, 階層的なコントロールと業績測定システム

が診断的なコントロール・モードでの利用とイ

ンターアクティブなコントロール・モードでの

利用が可能である｡  

Simons (1995) は, 診断的なコントロール・

システムを ｢組織の成果を監視し, 事前に設定

されたパフォーマンス基準からの乖離を修正す

るために, マネジャーたちが活用する公式的な

情報システム｣ (邦訳, pp.125-126) であると

定義している｡ MCS の診断的な利用は, 伝統的

な MCS 観が前提としたものであり (Ahrens and 

Chapman, 2004), そこでの MCS の主な役割は, 

事前に設定された戦略 (意図された戦略) を確

実に実行に移すことであった｡ このために, 事

前に上司と部下との間で, ｢当初に意図した事

業戦略を成功させるために, 成功裏に達成また

は実行されなければならない要因｣ (Simons, 

1995, 邦訳, p.131) が明確にされる｡ このこ

とが, ｢マネジャーが, 企業が意図した戦略を

実現するためにモニターされるべき基礎的な組

織ドライバーに, 注意を集中させることを可能

とする｣ (Widener, 2007, p.759)｡ 期中には, 

当初意図した戦略の実現に向けて部下によって

業務上の活動が展開される｡ 診断的なコントロ

ールでは, 上司は部下から一定期間ごとに提出

される報告書に基づいて ｢すべてが『予定にそ

って正しく』進行していることを確認｣ (Simons, 

1995, 邦訳,p.151) する｡ 活動が事前の計画ど

おりに遂行されているのであれば, 上司はそれ

以上の追加的な情報収集の要請や分析, またア

クションはとらない｡ しかしながら, 実績値が

事前に設定された目標値からある一定の幅を超

えて逸脱しているのであれば, ｢計画からの実

績の差異の説明｣ (Chenhall and Morris, 1995, 

p.486) が上司によって部下に要求されるとと

もに, 元の軌道に戻すための是正措置がとられ

ることとなる｡ 診断的なコントロール・プロセ

スでは, 事前に設定された目標値からの逸脱は

それ自体が問題であると捉えられ, いかにそれ

を最小化するかが重視される｡ Henri (2006) 

は診断的なコントロールのこのような側面を 

｢業務や戦略のタイトなコントロール｣ (p.535) 

の特徴を示したものであり, 機械的なコントロ

ールの特徴 (Burns and Stalker, 1961) の一つ

であると位置付けている｡ そこでは, ｢多様性

を縮減させ標準化を実行する｣ (Davila, 2005, 

邦訳, p.51) という MCS の側面が強調される｡ 

イノベーションとの関連では, 伝統的には, 

MCS は ｢現業レベルと戦略レベルの双方におい

て標準化を押しつけてイノベーションを拒絶す

るようなシステムであるという理解｣ (Davila, 

2005, p.54) がなされてきたが, この理解も上

記の解釈と一致するものであるⅵ｡  

さらに, Henri (2006, p.535) は, 診断的な

コントロールが ｢コミュニケーションの高度に

構造化されたチャネルと情報の制限されたフロ

ー｣ という機械的な組織の特徴 (Burns and 

Stalker, 1961) を有していると指摘している｡ 

組織内におけるコミュニケーション・チャネル

の構造化は既存の情報のコミュニケーションに

は効率的に機能することができる半面, 新しい

アイデアを含む情報に対してはネガティブに作
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用する｡ このことは, 既存の知識に基づく活用

は促進するが, 新しいアイデアの獲得およびそ

の共有を伴う探索は抑制される可能性があるこ

とを示唆している｡  

これらの議論に基づいて以下の仮説を設定す

る｡  

仮説 3 - 1 MCS の診断的な利用は事前に設定さ

れた目標からの逸脱を元の軌道に戻すべきネ

ガティブなものとしてとらえることで組織に

おける探索を抑制する一方で, 活用を促進す

る｡  

仮説 3- 2 MCS の診断的な利用はコミュニケー

ション・チャネルの構造化を通じて, 活用を

促進する一方で探索を抑制する｡  

 

 ( 4 ) インターアクティブなコントロール 

インターアクティブなコントロール・システ

ムは ｢マネジャーが部下の意思決定行動に規則

的に個人的に介入するために活用する公式的な

情報システム｣ (Simons, 1995, 邦訳, p.183) 

である｡ Henri (2006) は, 診断的なコントロ

ールが機械的なコントロールの特徴を有してい

るのに対して, インターアクティブなコントロ

ールは Burns and Stalker (1961) の主張する 

｢ (ⅰ) 協力, コミュニケーションおよび物事

を成し遂げることを強調する規範を反映したル

ースで非公式的なコントロール, および (ⅱ) 

オープンなコミュニケーション・チャネルおよ

び組織での情報の自由な流れ｣ (p.536) といっ

た有機的なコントロールの特徴を有していると

主張している｡ また, Widener (2007) はインタ

ーアクティブ・コントロールを ｢将来志向 

(forward-looking) であり, トップ・マネジャ

ー間の積極的で頻繁な対話によって特徴づけら

れる｣ (p.760) としている｡  

Kober et al. (2007) は, 西オーストラリア

にある病理サービスを提供する公的セクターに

対するインタビュー, ドキュメンテーションの

レビューおよび質問票調査から MCS が戦略変更

を促進していることを明らかにしている｡ 

Kober et al.によれば, 結果のモニタリングや

コスト・コントロールのインターアクティブな

方法での利用, および参加型の予算や会議がイ

ンターアクティブな方法で導入されることによ

って参加者間での議論や対話が促進された｡ こ

の議論や対話は公的セクターが直面している財

務的な環境についての参加者の認識を向上させ

た｡ これによって, スタッフは事業部の資源を

改善するうえで新しい資金調達先を見つけだす

ことが重要であることを認識し, 民間の事業体

と積極的な競争を行うようになったのである｡ 

このことから, Kober et al.は, インターアク

ティブな MCS の利用が戦略変更を生み出してい

ると主張している｡  

Abernathy and Brownell (1999) は, ｢予算の

インターアクティブな利用は, 情報のフローを

遮る職能間また階層間のバリアを打ち破る統合

的なリエゾン装置｣ (p.192) として機能する可

能性を示唆している｡ また, Davila (2005) は, 

創発戦略の管理には Simons のインターアクテ

ィブ・コントロールと事業倫理境界システムが

有効であると主張しているⅶ｡  

これらの議論は, インターアクティブなコン

トロールの利用が組織内での垂直的・水平的な

情報の交換や共有を促進することを示している｡ 

さらに, その際に対面的な議論や対話という形

での媒体を使用することで組織成員間での情報

の交換が行われるために, より多様な情報が交

換されると考えられる｡ これらの特徴はインタ

ーアクティブなコントロールが探索を促進する

可能性があることを示唆している｡ インターア

クティブ・コントロールは ｢組織の現行のビジ

ネス・モデルに関する重要な仮定をめぐる議論

や知識の交換を促進する｣ (Davila et al., 

2009, p.288) ことで, ｢イノベーションに必要

な変化を (取り除くのではなく) 創造する｣ 

(p.288) 役割を担うのである｡  

しかしながら, Gray (1990) はインターアク

ティブなコントロールは必ずしもダブル・ルー

プ学習を促進しない可能性があると主張してい

る｡ すなわち, ｢ (何をインターアクティブに

利用するかという) コントロール・システムの

選択が組織にものの見方または目隠しを課して

しまう｡ それが既存の解釈を強化し, 新規の解

釈を挫くのである｣ (カッコ内は引用者, 

p.146)  
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これらの点は, 近年みられるインターアクテ

ィブなコントロールの解釈とも深く関連してい

る｡ Bisbe et al. (2007) は, Simons (1995) に

基づいて, インターアクティブ・コントロール

の特性に関連した 5 つの super-codes として以

下のものをあげている｡  

① トップ・マネジメントによるインテンシブな

利用 

② 業務管理者によるインテンシブな利用 

③ 対面的な挑戦やディベートの浸透 

④ 戦略的な不確実性に焦点をあわせている 

⑤ 侵略的でなく, 促進的でかつ鼓舞する形で

の介入 

Davila (2005) は, インターアクティブなコ

ントロールによって ｢戦略の不確実性に対処す

るために必要なコミュニケーション・パターン

に組織構成員を参加させるために, 情報を基礎

としたインフラが組織構成員に提供されている｡ 

このシステムの重要な特徴は, 経営上層部がイ

ノベーションや戦略変化に関する探索活動に対

して影響を与えることが可能である, としてい

ることである｣ (p.57) と述べている｡ これに

対して, Ferreira and Otley (2009) は ｢Simons

はマネジャーによる情報のインテンシブな利用

と不適切な戦略の識別を一つにしていると私た

ちは主張する｡ 両者は主要な問題であるが, そ

れらをインターアクティブな利用の全般的な概

念と一緒にすることは混乱を招くように思える｡ 

利用の概念の展開や操作化にはかなりの範囲が

ある｡ 研究のためには, 異なったコントロー

ル・システムの利用のタイプの効果を明らかに

すべきである｣ (p.274) と主張している｡ 

Ferreira and Otely (2009) の主張に従うなら

ば, 何がインターアクティブなコントロールを

引き起こすきっかけとなるかの説明が必要とな

ろう｡ 事前に設定された目標と実績との差異が

一定の幅を超えて大きい状況では, 環境の変化

などの問題点が認識され, それが組織成員間の

インターアクションにつながる可能性がある 

(Frow et al., 2010) この場合には, MCS のイ

ンターアクティブな利用がもたらす対話が戦略

的な不確実性に関連するアジェンダに限られる

わけではない｡ Simons (1995) では, 戦略的な

不確実性との関連で MCS の利用が診断的かイン

ターアクティブであるかを決定されるとしてい

るが, 診断的なコントロールによる問題発見が

組織成員間のインターアクションにつながる可

能性がある｡  

これらのことから以下の仮説を設定する｡  

仮説 4 MCS を取り巻く組織成員間のインター

アクションは, 組織内において垂直的また水

平的に多様な情報の交換を促進することで探

索を促進する｡  

 

 ( 5 ) 診断的なコントロールとインターアクテ

ィブなコントロールとの関係－ダイナミッ

ク・テンションへの着目－ 

近年, ｢会計研究者は診断的なコントロー

ル・システムとインターアクティブなコントロ

ール・システム間のテンションを模索し始めた

ところである｣ (Adler and Chen, 2011, p.77)｡ 

Henri (2006) の研究では, PMS の診断的な利用

とインターアクティブな利用とが生み出すダイ

ナミック・テンションⅷが組織が有するケイパ

ビリティに与える影響を明らかにすることも意

図されていた｡ Henriは, PMSの診断的な利用が, 

インターアクティブな利用によってもたらされ

るケイパビリティに対するポジティブな効果を

確実にし, さらに増大させると考えた｡ さらに, 

ダイナミック・テンションは ｢組織の対話を促

進し, 創造性を刺激しさらに組織の注意の焦点

を当てることで｣ (p.538) インターアクティブ

な利用がケイパビリティにもたらす効果を増大

させると考えたのである｡ しかしながら, 

Henri が行った郵送質問票による調査の結果, 

サンプル全体を対象とした検証では, ダイナミ

ック・テンションが組織のケイパビリティに与

える影響は検証されなかった｡ 環境の不確実性

が高い状況においてのみ, ダイナミック・テン

ションが組織学習および起業家精神という 2 つ

のケイパビリティに対して統計的に有意なポジ

ティブな影響を与えていた｡ Widener (2007, 

p.760) は, Henri の研究では業績尺度の ｢診断

的な利用 (インターアクティブな利用) がどの

程度ケイパビリティに影響を及ぼすかは業績尺

度の他の利用方法に依存している｣ ことが明ら
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かにされていると述べている｡  

他方, Widener (2007) の研究では業績測定シ

ステムの診断的な利用の強調と信念システムの

強調が, 組織の学習志向との間にポジティブな

関係があることが発見された一方で, 境界シス

テムや業績測定システムのインターアクティブ

な利用の強調は, 信念システムや診断的なコン

トロールの強調をコントロールした後では, 組

織の学習志向との間に関連性を見出すことがで

きなかった｡ この結果は Henri (2006) の研究

結果とも矛盾する要素を含んでいるとともに, 

これまでの議論とも整合的でない結果を含んで

いる｡  

管理会計論の領域においては, 診断的なコン

トロールとインターアクティブなコントロール

とが生み出すダイナミック・テンションが組織

学習に与える影響についての考察が始まったば

かりである｡ 本稿ではこれまでに得られた矛盾

した両者の関係を解決するためのいくつかのヒ

ントとなる議論を検討しよう｡  

3.3 診断的なコントロールの coercive な利用

と enabling な利用 

診断的なコントロールが組織学習に及ぼす影

響さらに診断的なコントロールとインターアク

ティブなコントロールのダイナミック・テンシ

ョンについての必ずしも一貫した結果が得られ

ていない理由を解釈する一つのカギとして, こ

こでは Adler and Borys (1999) の議論に基づ

いた Ahrens and Chapman (2004) の論文をとり

あげよう｡  

Adler and Borys (1999) は, 官僚制が従業員

の態度にもたらす 2 つの相対立する効果に着目

した｡ 彼らはこの矛盾が公式化の程度のみに注

目した従来の有機的組織と機械的組織への二分

法では解決することができないと主張し, 公式

化のタイプに着目することの重要性を指摘して

いる｡ 彼らは装置設計についての議論を援用し, 

公式化のタイプとして enabling と coercive と

いう 2 つの概念を提示した｡ Adler and Borys 

(1999) は, システムの特性およびシステムの

設計と遂行の観点から enabling と coercive と

いう 2 つの公式化のタイプを区別しているⅸが, 

両者を区別するシステムの特性として, 手入れ 

(repair), 内部の透明性 (internal transparency), 

グローバルな透明性 (global transparency), 

そして柔軟性 (flexibility) の 4 つの観点を

あげている｡ Adler and Borys によれば, 

coercive 公式化では事前に設定された手続き

への一致が重視され, 手続きからの逸脱は部下

の行為が問題のあることを意味しているとされ

ている｡ これに対して, enabling 公式化のもと

では, 手続きは実際の作業プロセスで部下が直

面する問題への対応を促進するとともに, 改善

の機会を認識するためのものとして位置づけら

れている｡ Adler and Borys によれば, この背

後には従業員に対する見方の違いが反映されて

いる｡  Jorgensen and Messner (2009) は , 

enabling 公式化は ｢公式的なシステムが効率

性とフレキシビリティの双方を促進するために

備えるべき特徴を詳述している｣ (p.100) と述

べている｡  

Ahrens and Chapman (2004) は, Adler and 

Borys (1999) が提示したこれらのシステム設

計上の特性に依拠することで, ｢MCS がオペレ

ーショナル・マネジメントを制約するのではな

く, どのようにまたなぜサポートするために利

用されうるかを認識する｣ (p.279) ことができ

るとしている｡ Ahrens and Chapman は, 会計シ

ステムが ｢業務を遂行するうえでの規則や標

準｣ (p.279) を従業員に提供するが, それらの

規則や標準の背後にあるロジックが従業員にど

の程度理解可能な形で知らされているかという

ことが, 従業員が会計に対して持っている意味

を異なるものにしていると述べている｡ 彼らは, 

会計が提供する規則や標準の背後にあるロジッ

クを会計専門家だけではなく, 会計を専門とは

していない一般の従業員にも理解可能な形で説

明することによって, 会計が従業員にとって, 

｢業務上の問題解決に利用可能な｣ (p.280) も

のになると主張するⅹ｡ これによって, 従業員

が会計システムの手入れに携わることが可能と

なり, 現場での作業実務の変更が会計システム

に反映されることを可能にするのである｡  

  2 つ目のシステム設計上の特性である内部の
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透明性は, ｢従業員に利用されるところの装置

または手続きの内部機能｣ (Adler andBorys, 

1996, p.72) に言及した概念である｡ coercive

コントロールのもとでは, 手続きは部下に対し

て一連のそれに従うべき義務を示しているに過

ぎず, その手続きからの逸脱は懲罰の対象であ

る｡ これに対して, enabling コントロールのも

とでは手続きは一連のプロセスまたその背後に

ある論理をユーザーに明確化するとともに, 事

後的に業績のフィードバックを提供する役割も

担う｡ Ahrens and Chapman によれば, 予算設定

プロセスを業務計画と統合したり, 差異の計算

を業務の観点から意味のあるカテゴリーで算出

することで, ｢マネジメント・コントロール・プ

ロセスは, 内部の透明性を高め, 組織メンバー

にとってアクセス可能なものとなる｣ (p.280)｡  

Adler and Borys によれば, グローバルな透

明性とは ｢従業員が作業を行っているより広範

なシステムについての従業員の理解に言及して

いる｣ (pp.72-73) 概念であり, coercive コン

トロールのもとではタスクがセグメント化され, 

従業員は彼らがそのなかでタスクを遂行してい

る組織や環境の状況については何も知らされな

いし, また理解を深めるように促されてもいな

い｡ これに対して, enabling コントロールのも

とでは, 従業員は彼らがタスクを行っているよ

り広範な組織や環境を理解するように様々な情

報を提供されている｡ Ahrens and Chapman は, 

予算を ｢組織のプロセスをグローバルに透明性

の高いものとするために, 最も広く利用されて

いるマネジメント・コントロールのためのツー

ルである｣ (p.280) と位置づけている｡ 部門の

予算を他の部門の管理者に知らせることで予算

は ｢予算設定およびレビューの段階で階層的な

関係の調整を高めるだけではなく, 予算期間全

体において横断的な調整を可能とする｣ 

(Ahrens and Chapman, p.280) 働きを持つこと

ができる｡  

 Adler and Borys によれば, coercive コント

ロールのもとでは手続きは従業員の従うべき一

連の手順を詳細に規定しており, その手順から

の逸脱は上司のみが承認できるとされている｡ 

これに対して, enabling コントロールのもとで

は, 手続きからの逸脱は学習の機会であると考

えられている｡ Ahrens and Chapman によれば, 

MCSのenablingな柔軟性は技術的な発展および

管理会計システムの組織化の方法によってもた

らされることが指摘されている｡  

これらの議論は, 公式化のタイプが異なれば, 

規則・手続きまたそれに基づいた現場での取り

組みによって生じた出来事への従業員の対応が

大きく異なることを示している｡ coercive コ

ントロールでは規則・手続きは従業員が従うべ

きものであり, そこからの逸脱は許容されるべ

きではないと考えられている｡ これに対して, 

enabling コントロールでは, 従業員は規則や

手続きの背後にある論理, また他のシステムと

の関連性などを理解したうえで, 規則・手続き

と相互に作用しながら場合によっては規則・手

続き自体の変更についても働きかけることがで

きる｡  

これらのことは, 診断的なコントロールが

enabling な 方 法 で 利 用 さ れ る か ま た は

coercive な方法で利用されるかが, 従業員の

役割知覚に大きな影響を及ぼす可能性があるこ

とを示唆している｡ 既述のように, Marginson 

(2002) は MCS が ｢新しいアイデアの発見やこ

れらの新しいアイデアに資源を動員することに

関与する｣ (p.1022) ミドル・レベルのマネジャ

ーの自律的な戦略的行動が MCS の利用について

の管理者の知覚に影響を受けることを示唆して

いる｡ たとえば, 上司による階層的なコントロ

ールの利用がミドル・レベルのマネジャーに彼

らの役割についての知覚を形成し, マネジャー

はこの知覚した役割に基づいて行動を行う｡ 彼

らに付与された義務が既存の活動や事業に関す

る当該領域のタスクに限定されるか, アイデア

を展開するためのチームを形成するためにエン

パワーされているかがミドル・マネジャーが業

務の促進者としての役割を果たすか, 起業家と

しての役割を果たすかに影響を与えていた｡ 診

断的なコントロールが coercive に利用されて

いる状況では, 規則・手続きからの逸脱が許容

されるべきではないと考えられ, 逸脱が生じた

場合にはいかにして元の状態に戻すかが重視さ

れる｡ そこでは規則・手続きを効率的に遂行す
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るための学習は行われても, 新たな知識の探査

を伴う学習は生じにくいであろう｡ これに対し

て, 診断的なコントロールが enabling に利用

されている状況では, ｢公式化されたプロセス

とその利用者との間の絶え間ない相互作用を通

じて, 組織プロセスを継続的に改善する｣ 

(Davila, 2005, 邦訳, p.57) ことが可能である｡ 

enabling な利用のもとでは, 従業員自身が学

習を行うために必要な手続き自体の背後にある

論理また他の手続きなどとの関係についても提

供されていることから, そこでの問題の発見が

組織成員間のインターアクションをもたらす可

能性がある｡ これらのことから以下の仮説を設

定する。 

仮説 5 - 1 診断的なコントロールが組織成員

にとって coercive な特性を有していれば, 

活用は行われるが, 探索は抑制される｡  

仮説 5 - 2 診断的なコントロールが組織成員

にとって enabling な特性を有していれば, 

そこで発見された問題から組織成員間でのイ

ンターアクションがもたらされ, その結果探

索が促進される｡  

3.4 即興の観点からの仮説設定 

診断的なコントロールとインターアクティブ

なコントロールとの関係について考察を行うう

えでのもう一つの観点としてここでは即興の概

念に注目しよう｡ 近年, ジャズの演奏における

即興の研究を組織における新製品開発の議論に

援用した研究がみられる (たとえば, Kamoche 

and Cunha (2001), Brown and Eisenhardt (1997) 

がある) Miner, Bassoff, and Moorman (2001) 

は, 即興の特徴として, 設計と実行との間の時

間の近接性に加え, 両者が実質的に不可分な関

係にあることを指摘したうえで, 即興を ｢新奇

の産物の設計と実行の意図的でかつ実質的な融

合である｣ (p.314) としている｡ Brown and 

Eisenhardt (1997) によれば, 新製品開発の局

面における即興は, ｢変化しつつある市場や技

術に適合しながら, 製品を創造することを意味

している｣ (p.15)｡  

Kamoche and Cunha (2001) はジャズにおいて

即興が生じるためには, 彼らが ｢最小限の構造 

(minimal structure) ｣ (p.744) と名付けてい

るものが必要であると述べている｡ 同様に, 

Brown and Eisenhardt (1997) も, 継続的に変

化することに成功している SBU が有している特

徴の 1 つとして準構造 (semi-structure) を位

置付けている｡  

Kamoche and Cunha (2001) は, ｢最小限の構

造｣ が社会的な構造と技術的な構造の 2 つの側

面から構成されるとし, ジャズの即興との関係

で図表 2 に示したようにその特徴を述べている｡ 

なお, 彼らによれば, ジャズの即興における社

会的な構造とは ｢行動規範またコミュニケーシ

ョン・コードとして大部分概念化される｣ (p.746) 

ものであり, 技術的な構造とは ｢ジャズ音楽の

テクノストラクチュラルなまた演奏上の伝統お

よび演奏に加わるメンバーの能力, スキルそし

てケイパビリティの多様性や組み合わせ｣ 

(p.747) に言及したものであるとされている｡  

Brown and Eisenhardt (1997) は, 準構造の

特徴について, ｢変化が組織化されて生じうる

ように十分リジッドであるが, 変化が生じない

程リジッドではない｣ (p.29) としている｡ 準

構造の果たす役割について, ｢限定された構造 

(limited structure) は最も重要なフレームワ

ークを提供する｡ それなしではあまりにも高い

自由度がありすぎる｡ コミュニケーションはそ

のフレームワークの中でプレイヤーが調整し, 

相互に調節することを可能とする｣ (p.16) と

述べている｡ ここで限定された構造の中身とし

て, Brown and Eisenhardt (1997) は, ｢明確な

責任, 優先順位, および公式的な会議｣ (p. 7 ) 

を指摘している｡ Kamoche and Cunha (2001) は

Bastein and Hostager (1988, p.586) からの引

用で, ｢これらの構造は音楽上のアイデアを発

明したり調整したりする特定の方法を明示する

ことでジャズのプロセスの激動を制限すること

に 役 立 つ ｣  と 述 べ て い る ｡  Brown and 

Eisenhardt (1997) の主張するフレームワーク

は Bastein and Hostager のいう ｢アイデアを発

明したり調整したりする特定の方法｣ であると

考えられる｡ さらに, 実際に即興が生じるため

には, そのフレームワークを ｢広範なコミュニ
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ケーションと組み合わせる｣  (Brown and 

Eisenhardt, 1997, p. 7 ) ことが必要であるこ

とも指摘されている｡  

上記の点に関連して, 国際的なドキュメント

技術およびドキュメント・サービス企業である

Astoria 社を対象とした Frow et al. (2010) の

研究は示唆に富む｡ Astoria 社の予算コントロ

ール・プロセスは, 公式的な政策展開 (policy 

deployment) および業績モニタリングのための

シ ス テ ム で あ る performance excellent 

process (以下, PEP と略す) の一部として運用

されている｡ PEP は, ｢Astoria 社の取締役会に

よる組織の長期的な目的を表した一貫した目標

や尺度の展開から開始され｣ (p.448), ローリ

ング方式によって向こう 3 年から 5 年におよぶ

戦略計画が設定される｡ その際に, 次年度の全

社目標が認識されるが, この過程で ｢vital 

few｣ と呼ばれる ｢事業業績の主要なドライバ

ー｣ (p.448) が上級経営層によって識別される｡ 

これらのドライバーが全社的に展開され, ｢会

計責任を有するマネジャーに配分された財務的

な目標が個人の目標をこれらの全社的な目標に

一致するように設定される｣ (p.449)｡ これは

伝統的な責任会計の概念と一致したものである｡ 

図表 2 最小限の構造の 2 つの側面 

社会的な構造 技術的な構造 

新製品開発 ジャズの即興 新製品開発 

チームの目標、特定の優

先順位、メンバーの責任、

定期的な会議 

行動規範 キーの定義、コード進行

およびレパートリー 

重要な品質基準およびパ

フォーマンス基準の識別 

職能横断的、プロジェク

ト横断的なコミュニケー

ション；ネットワーキン

グ 

コミュニケーション・コ

ード：コール＆レスポン

ス、手による合図、アイ

コンタクト 

歌、コーラスまたはリフ

のテンプレート。それに

基づいて即興がなされ

る。 

製品コンセプト、プロセ

ス、プロトタイプ、ビジ

ョン、マイルストーンな

どそれに基づいて即興が

行われるテンプレート 

（半）自律的な作業チー

ムにおける強力なインタ

ーアクション：情報共有

自律的なアンサンブルに

おける提携 

広範な人材および遂行能

力の蓄積 

広範な機能横断的なスキ

ル；頻繁な訓練とローテ

ーション 

試行錯誤での実験の雰囲

気での信頼。業績 integrity

における相互の信頼 

広範な操作可能領域にお

ける信頼と建設的な議論

音楽の技法や楽器につい

ての知識 

利用可能な技術およびそ

れがどのように集団的な

活動を導くかについての

広範な知識 

製品設計、開発における

順番のリーダーシップ：

メンタリングやエンパワ

メント 

交代での独創および伴奏 新しい楽器、スタイルお

よび音のテクスチャー 

なれないツール、方法お

よび技術の適用、実験的

な製品の創造、ブリコラ

ージュ、多様な反復およ

び検証 

新製品アイデアに対する

実験に貢献する態度；継

続的な学習；リスク・テ

ーキングの支援と報酬 

リスク・テーキング、ジ

ャミングそして継続的な

学習に貢献する態度；リ

スク・テーキングに支援

的な文化 

同僚や聴衆に応じて演奏

の作り替え 

コンスタントでシステマ

ティックな再モデル化；

リアルタイムでの情報の

フローの利用；プロトタ

イプの検証における顧客

の巻き込み 

（出所：Kamoche and Cunha, 2001, p.751） 
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この財務目標の達成のためにマネジャーはコン

トロール計画と呼ばれる予算編成を行う｡ 月次

ベースで, 四半期の業績に基づいて予測された 

1 年間の ｢達成見込み｣ (outlook) とともに, 

計画のレビューが行われる｡ Frow et al.によれ

ば, ｢PEP のコンテクストにおいて予算情報が

診断的に利用される場合には, マネジャーは

『達成見込み』に向かっての進展をチェックす

るために業務パフォーマンスを継続的にモニタ

ーすることが期待されている｣ (p.450)｡ 事前

に設定された目標値と実績値との差異は, ｢予

算に責任を持つマネジャーが, 何が生じたのか

を分析し, 評価に照らして何の活動が必要とさ

れるかを決定する｣ (p.449) ために利用される

だけではなく, ｢姿を現しつつあるリスクや機

会を認識するために, さらに適切と考えられる

状況では, 組織の戦略的な目的の達成を確実に

するために計画を修正し, 資源の再配分を行

う｣ (p.450) ために利用されるのである｡ この

コンテクストでは予算情報はインターアクティ

ブに利用されていると説明されている｡ なお, 

Frow et al.は, 予算管理システムが診断的に利

用されるかインターアクティブに利用されるか

は, ｢業績未達の理由およびどのような修正的

な活動または調節が必要とされるかに依存して

いる｣ (p.450) と述べている｡  

Astoria 社では, マネジャーは予算目標の達

成に責任を負っており, 予算目標と実績値との

間の乖離が生じた場合, レビュー会議において, 

その乖離の原因および是正活動について説明す

る責任を有している｡ また, Frow et al.の叙述

によれば, 予算と実績との乖離はマネジャーが

環境の変化を認識するための一つのきっかけと

なる｡ 両者に差異が生じた場合, 差異が発生し

た理由およびそこで必要とされる是正活動のタ

イプによっては, マネジャーが彼の上司, また

そこでとられる是正活動によって影響を受ける

であろう他のマネジャーとの議論を通じて, 実

際の是正活動が決定されることになる｡ ここで

は, ｢事前に設定された予算目標の存在が規律

として, さらに提案された修正案の望ましさや

適切性をマネジャーが決定するための参照点と

して役に立つ｡ これはフレキシビリティの認可

から生じる可能性のある潜在的な無秩序への本

質的な防波堤とみなされる｣ (p.459) とされて

いる｡  

Astoria 社の事例において, 予算目標はマネ

ジャーにとって達成すべき明確な責任を示すと

ともに, タスクを遂行する上での優先順位を明

らかにしていると考えられる｡ さらに, 実績値

が事前に設定された目標値からある一定の幅を

超えて逸脱しているのであれば, 部下には説明

責任が課され, 何らかの是正措置を取ることが

求められる｡ このコンテクストにおいて, 予算

目標はマネジャーが環境の変化およびそこで生

じたまたはこれから生じるかもしれないリスク

や機会の認識のために役立つ｡ さらに, 大きな

環境変化に対応した予算修正, すなわち資源の

配分のマネジャーによる変更が無秩序なものに

ならないための参照点としても役立っている｡ 

このことから, 診断的な予算の利用は Kamoche 

and Cunha (2001) の言う ｢最小限の構造｣ とし

て機能している可能性がある｡ これらのことか

ら以下の仮説を設定する｡  

仮説 6 - 1 診断的なコントロールで設定され

た目標値はマネジャーにとって明確な責任ま

た優先順位を示す｡  

仮説 6 - 2 事前に設定された目標値と実績値

との間の乖離が小さい状況では, 両者の乖離

は是正されるべきものと認識され, 活用が促

進される｡  

仮説 6 - 3 事前に設定された目標値と実績値

との間の乖離が大きく目標自体の修正が必要

とされる状況においては, 事前に設定された

目標値は新しい目標値の望ましさを判断する

基準として役立つ｡  

仮説 6 - 4 目標の修正はインターアクティブ

なプロセスを伴い, そこでは探索が行われ

る｡  

4．組織学習に影響を及ぼす MCS 以外の要因 

本節では, 組織学習に影響を及ぼす要因とし

てこれまでの研究で明らかにされてきた MCS 以

外の要因について紹介しよう｡ MCS は組織のな

かで機能するため, MCS が組織学習に及ぼす影
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響を明らかにするためには, これらの要因を考

慮に入れることが重要である｡  

4.1 組織学習の先行要因としての環境要因 

Hedberg (1981) は, 組織学習に影響を与え

る環境を組織の外部環境と内部環境とに分けて

いる｡ このうち外部環境について, 過去の研究

のレビューから環境の諸要素間の相互関連性, 

環境の複雑性の程度, 環境の変化率および環境

の敵対性の程度が組織学習に及ぼすとしている｡ 

また, Sidhu et al. (2004) では, 情報処理パ

ースペクティブから, 組織の探索志向を供給サ

イドの情報獲得, 需要サイドの情報獲得また地

理的な情報獲得の範囲について定義したうえで, 

オランダの金属また電機工学関係の企業を対象

とした質問票調査に基づいて, 環境のダイナミ

ズムがより大きな状況では, 企業の情報探索の

範囲がより広くなることを発見している｡ さら

に, Subramanian and Youndt (2005) では, 産

業のダイナミズムと組織単位のラディカルなイ

ノベーション能力との間にポジティブな関係が

発見されている｡  

組織単位が直面する環境の複雑性や不確実性

の程度が大きい状況では, 既存のコンピタンス

の延長またその展開によって組織の競争力を維

持できないことが組織単位によって認識される

可能性が高い｡ これらの認識が, 新たな知識の

追求など探索の施行を促進すると考えられる｡  

4.2 組織学習の業績に対する効果のモデレー

ト変数としての環境 

組織単位の直面する環境の状況は単に組織学

習のタイプに影響を及ぼすだけではなく, 組織

学習が業績にもたらす効果をモデレートする可

能性がある｡  

Jansen et al. (2006) は, ヨーロッパの大規

模な金融サービス企業の220の支店の769の組織

単位を対象とした質問票調査から, 環境のダイ

ナミズムと競争の程度がイノベーションとその

財務的な成果との関係に影響を及ぼすことを明

らかにしている｡ 彼らによれば, 探索的なイノ

ベーションと財務的な成果との関連性は環境の

ダイナミズムが高い状況ではポジティブである

のに対して, 環境のダイナミズムが低い状況で

はネガティブであった｡ これとは逆に, 活用的

なイノベーションと財務的な成果との関連性は

環境のダイナミズムが高い状況ではネガティブ

であるのに対して, 環境のダイナミズムが低い

状況ではポジティブであった｡ さらに, 競争の

程度が高い状況では活用的なイノベーションと

財務的な成果との関連性がポジティブであっ

た｡  

このことから, 組織学習が業績に及ぼす影響

を検討する際に, 組織単位が直面している環境

の状況を加味する必要がある｡  

4.3 組織の構造的な特性と組織学習 

組織学習やイノベーションに影響を及ぼす組

織の構造的な特性として, これまでの研究にお

いて, 官僚的なコントロールの次元である集権

化や公式化の程度が取り上げられてきた｡  

 

 ( 1 ) 集権化の程度 

集権化は, 権限および意思決定の地点が組織

において集中化されている程度 (Jansen et al., 

2006) を意味している｡ Jansen et al. (2006) 

は, 過去の研究のレビューに基づき, 意思決定

の集権化が組織の上下間でのコミュニケーショ

ン・チャネルを狭めること, コミュニケートさ

れる情報の量や質を低下させること, さらに組

織メンバーの仕事に対するモチベーションなら

びに問題に対する新たな解決法の探査の傾向を

低減することの大きく 3 点を指摘している｡  

この点について, 沼上他 (2007) は, 階層を 

｢例外判断に関するコミュニケーション・チャネ

ル｣ (p.88) としての観点から把握し, 情報伝

達プロセスの長さ, 階層を通じて命令を伝える

際にその背後にある理由が説明される程度, 階

層の上下間での情報の流れの善し悪しについて

検討している｡  

集権的な組織は一般に階層が高いが, 同様な

集権的な組織であっても集権化がもたらす効果

は, 組織の階層の高さに大きく依存すると考え
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られる｡ ロワーからミドルまでの距離, またミ

ドルからトップまでの距離で測定される階層の

高さ (沼上他, 2007) が高い, すなわちコミュ

ニケーション・プロセスが長い組織では, 一般

的には, 現場の情報がトップに伝達されにくく

なる可能性がある｡ また, 階層の高さは現場で

生じた新しい取り組みに資源を配分する際に許

可を得るために必要な人間の数が増大すること

を意味する (Sheremata, 2000)｡ これらのこと

は現場で生じたアイデアを実行に移すうえで障

害になる可能性がある｡ 以上のことから集権的

な組織, 特にその階層の高さが高いほど, 探索

にとって大きな阻害要因になる可能性がある｡ 

他方, 活用に対しては, 既存の知識に基づく情

報が組織の上下間で流れることから, 階層の高

さの影響は大きくないと考えられる｡  

しかしながら, 集権化が組織学習に及ぼす影

響については, 首尾一貫した結果が導出されて

いない｡ たとえば, 前述の Jansen et al. 

(2006) は, 意思決定の集権化がイノベーショ

ンに及ぼす影響も検討している｡ Jansen et al.

によれば, 集権化は探索的なイノベーションを

抑制する方向で作用するが, 必ずしも活用的な

イノベーションを促進してはいないことが明ら

かにされた｡ 彼らはイノベーションを既存の技

術, 製品またサービスとの近接性また既存の顧

客また市場セグメントとの近接性から探索的な

イノベーションと活用的なイノベーションの 2 

つに分類している｡ 彼らによれば, 前者はラデ

ィカルなイノベーションと, 後者はインクリメ

ンタルなイノベーションとほぼ同義で使用され

ている｡  

これに対して, 製薬企業の SBU また事業部を

対象とした Cardinal (2001) の研究では, 集権

化は既存薬の改良であるインクリメンタルなイ

ノベーションならびに新薬の開発であるラディ

カルなイノベーションの双方を促進する傾向が

あることが発見されている｡ Hoskisson and 

Hitt (1988) によれば, ｢Dominant な事業を行

う企業では, 集権化されたコントロールが異な

る事業間のシナジーを達成するために利用され

る｡ このような企業において, 全社レベルでの

調整や R&D への理解が高いほど, 全社レベルの

マネジャーは進んでリスクの高いプロジェクト

へ投資しようとする｣ (p.616) ことを指摘して

いる｡ また, Argyres and Silverman (2004) は, 

企業内部における研究開発組織の集権化－分権

化の程度および R&D に資金を提供する権限がア

ウトプットとしてのイノベーションが有するイ

ンパクトおよび組織的また技術的な探索の範囲

に及ぼす影響を1990年代半ばの大規模で多角化

したアメリカ企業71社を対象とした研究によっ

て明らかにしている｡ 彼らによれば, R&D の意

思決定権限の集権化は, それが分権化されてい

る状況に比べ, パテントが引用された回数で測

定された技術的なインパクトに対して, より大

きな影響をもたらすことが明らかにされた｡ 

R&D の資金配分の権限の集権化と意思決定権限

の集権化は R&D のマネジメントに対して, 補完

的な関係にあることも明らかにされた｡ R&D の

意思決定権限の集権化がパテントの引用される

範囲に与える影響については弱い影響を及ぼし

ている｡ さらに意思決定権限および R&D 資金の

配分の権限が集権化された企業は分権化された

企業に比べ, 組織の境界を越えて開発されたイ

ノベーションを引用する傾向があることが明ら

かにされた｡  

 

 ( 2 ) 規則や手続きの公式化 

従来, 規則や手続への依存といった公式化は

イノベーションに抑制的に作用すると考えられ

てきた｡ Damanpour (1991) は, 組織のイノベ

ーション決定要因について, イノベーションと

公式化の間には負の相関関係があることを発見

した｡  

しかしながら, いくつかの経験的な研究では, 

公式化が組織学習にもたらす効果について, 従

来の理論とは一致しない結果を発見している｡ 

Jansen et al. (2006) は, 公式化が活用的なイ

ノベーションを促進する一方で, 必ずしも探索

的なイノベーションを抑制しないことを発見し

た｡ これについて, 彼らは, 規則や手続が, 従

来仮定されていたほどには, 組織における探索

的な努力に有害ではない可能性を指摘している｡ 

この点については, 本稿においてすでに紹介し

た公式化のタイプに着目する Adler and Borys 
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(1996) の主張が参考になるであろう｡  

5．本稿のまとめと今後の課題 

 本稿では, March (1991) の提示した組織学習

のタイポロジーに基づいて, MCS が組織学習に

あたえる影響を仮説の形で整理した｡ その際, 

3 つの観点から仮説の整理を行っている｡  

第 1 の観点は MCS が組織に許容するまたは提

供する情報の多様性の観点である｡ この観点で

は, 探索と活用に必要とされる情報の多様性と

MCS が提供するまた組織内で許容する情報の多

様性の関連性に基づいて仮説の設定を行った｡  

第 2 の観点は特に診断的なコントロールの利

用に関連するものであり, enabling な利用と

coercive な利用とが組織学習にもたらす効果

を検討した｡ 診断的なコントロールの利用方法

の違いは組織成員の役割知覚に影響を及ぼすこ

とで, 組織学習に影響を及ぼす可能性があると

いう視点から仮説の設定を行った｡  

第 3 の観点はジャズの演奏における即興の概

念を応用したものである｡ MCS の診断的な利用

は Kamoche and Cunha (2001) のいう ｢最小限

の構造｣ として機能するとともに, それらを取

り巻く形で組織成員のインターアクションが生

じている可能性がある｡ このことが, 従来の研

究における診断的なコントロールとインターア

クティブなコントロールについての経験的な結

果を解釈するカギを与える可能性があるとの観

点から仮説の設定を行った｡  

ここで示した MCS が組織学習に与える影響に

ついての 3 つの観点からの仮説のどれが実際の

組織において両者の関係をより説明できるかを

明らかにすることが今後の課題である｡ また, 

Simons (1995) によって提示された診断的なコ

ントロールとインターアクティブなコントロー

ルの概念を明確にすることも課題の一つであ

る｡  

 
ⅰこれらの研究を受けて, 日本企業を対象とした研究

も近年行われている｡ たとえば, 福島 (2012) を

参照｡  
ⅱ組織学習については Fiol& Lyles (1985) の定義を使

用し, ｢過去の行為についての洞察, 知識およびつ

ながり, これらの行為の有効性, および将来の活

動の展開に言及している｣ ｡  
ⅲここで, ケイパビリティとは, Day (1994) に基づい

て ｢資源間のリンクを形作り, それらの展開を可

能にする｣ (p.532) ものと定義されており, 組織

学習, イノベーション, 市場志向および起業家精

神の 4 つからなっている｡ Henri は, MCS と戦略と

の間の関係を分析するさいの正しい分析レベルは, 

｢戦略的な選択のレベルではなく, ケイパビリテ

ィのレベルである｣ (pp.530-531) と主張してい

る｡  
ⅳHenri の研究と Widener の研究では, 各変数を構成

する項目が大きく異なっていることにも注意が必

要である｡ Henri の研究では診断的なコントロー

ルの利用は目的に対する進展度合いの追跡, 結果

のモニター, アウトカムと予測との比較, 主要な

業績尺度のレビューである｡  これに対して , 

Widener の研究では, 診断的なコントロールを構

成する項目として, Henri の 4 項目の他に, 上司, 

部下そして同僚からなる会議において議論を促進

する, 基礎的なデータ, 仮定そして活動計画に対

する継続的な挑戦やディベートを促進する, 組織

に共通のものの見方を提供する, 組織を一体化さ

せる, 組織が共通の問題に焦点を当てることを促

進する, 組織が CSF に焦点を当てることを促進す

る, 組織に共通の言葉を展開する, である｡ これ

らの項目は Henri の研究ではインターアクティブ

なコントロールを構成する項目である｡  
ⅴBart et al. (2011) では, ミッション・ステートメン

トの内容について以下の質問項目を挙げている｡ 

貴社の公式的なミッション・ステートメントは以

下の項目をどの程度具体的に述べていますか｡ 1 

全般的な企業の目的, 2 非財務的な目的, 3 目標と

する競争ポジション｡ また, 貴社の公式的なミッ

ション・ステートメントにおいて以下の項目はど

の程度具体的に述べられていますか｡ 1 独特のコ

ンピタンス, 2 競争戦略, 3 従業員や彼らの幸福へ

の関心 (concern for employees and their welfare)｡ 

これらを, 3 点リッカート・スケール, 1 ミッショ

ン・ステートメントには含められていない, 2 ある

程度含められている, 3 明確に規定されている, で

尋ねている｡  
ⅵHartmann (2000) は, 機械的な業績測定システムは, 

既存の業務の改善と結びついており, 不確実な環

境の下ではイノベーションを妨げることが指摘さ

れている｡ これらの議論は, 機械的なコントロー

ルがイノベーションに対してそれを抑制する方向

に作用するという Burns and Stalker (1961) の議論

と一貫したものである｡  
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ⅶBisbe and Otley (2004) では, インターアクティブな

コントロール・システムが製品イノベーションま

たそれを通じて組織の業績に及ぼす mediation 効

果, ならびに製品イノベーションが組織業績にも

たらす効果にインターアクティブなコントロール

が有する moderating 効果をスペインの中規模な成

熟した製造企業の CEO に対する郵送質問票調査

により明らかにしている｡ 前者の mediation 効果

については, あまりイノベーティブではない企業

のグループでは, 公式的なMCSのインターアクテ

ィブな利用がイノベーティブな態度を促進してい

ることを発見した｡ これは ｢探査のためのガイダ

ンスの提供, イニシャティブの誘発または促進, 

自律的なイニシャティブへの正当性の付与｣ 

(p.729) を通じて行われる｡ これに対して, イノ

ベーティブな企業のグループでは, イノベーティ

ブなイニシャティブを取り除くことでイノベーシ

ョンの行き過ぎを抑えている｡ 後者の moderating

効果については, インターアクティブ・コントロ

ール・システムの ｢方向性, 統合および微調整の

提供｣ (p.727) を通じて果たされる｡  
ⅷHenri はダイナミック・テンションを, Lewis (2000) 

の議論に基づいて, ｢矛盾しているが相互に関連

した要素を示している｣ としている｡  
ⅸシステムの設計や遂行の側面に焦点を当てた研究

として, Wouters and Wilderom (2008) がある｡  
ⅹ彼らは, 標準原価にかかわる情報を各工程での構成

要素に細分化して従業員に提供する場合, また固

定費や変動費, 直接費や間接費を従業員に可視化

する場合などを挙げている｡  
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